
 

－都市１－ 

所 属 都市建築部都市政策課 

係 名 土地計画調査係 内線 3760 

 

 土地の有効活用・保全のための地籍調査の促進 

 

１ 事 業 費  ６４６，４７４（前年度 ６６８，６８３） 

         【財源内訳】      【主な使途】 

        国庫   434,583    負担金 646,074 

         一般財源 211,891 

 

２ 背景・事業目的 

土地の記録は、明治初期の地租改正事業の調査記録を基礎としたもの 

が未だ多く、面積等が正確でない場合も存在する。 

このため、市町村等が主体となって実施する地籍調査により、土地の 

基本的な情報である地籍（地番、地目、境界、面積、所有者）を明らか 

にし、正確な地図を作成することで、災害復旧の迅速化や土地境界トラ 

ブルの未然防止、公共事業の効率化、課税の適正化等を図る。 

 

３ 事 業 概 要 

地籍調査費負担金（646,074 千円） 

国土調査法に基づき、市町村等が行う地籍調査に係る経費の一部を 

負担する。 

 

○負担割合：国１／２、県１／４、市町村１／４ 

○令和３年度実施予定：３０市町村 

 

 

 

（款）２総務費（項）２企画開発費（目）(10)土地利用対策費

（明細書事業名）○土地利用対策費  

地籍調査費 



－都市２－ 

所 属 都市建築部都市整備課 

係 名 鉄道高架推進係 内線 3774 

 

 

安全で円滑な交通を確保する名鉄高架化事業の推進 
 
 

  １  事 業 費        ５０，０００（前年度 ５０，０００） 

【財源内訳】         【主な使途】 

         国庫       25,000      委託料    50,000 

                負担金     12,500 

                       一般財源    12,500 

 

２ 背景・事業目的 

名鉄名古屋本線の名鉄岐阜駅と岐南駅間約２．９キロの区間にある

交差道路では、踏切の遮断時間が長く、慢性的な交通渋滞が生じてお

り、踏切の除去による円滑な交通の確保や鉄道で分断された地域の一

体的整備が必要となっている。 

このため、当該区間の名鉄名古屋本線を高架化し、安全で円滑な交

通を確保する。 

 
３ 事 業 概 要 

鉄道高架事業費（50,000 千円） 

都市計画事業認可に向けて、必要となる調査・設計等を行う。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
 
 

（款）８土木費 （項）５都市計画費 （目）(3)鉄道高架事業費 

（明細書事業名）○公共事業  

         鉄道高架事業費                          

名鉄名古屋本線高架完成イメージ図 



－都市３－

所 属 都市建築部都市整備課 

係 名 街路係 内線 3774 

 

 

都市の骨格を形成する街路事業の推進 

                                                   

１  事 業 費        １，４０９，５５８（前年度 ３，２７３，９４２）  

           【財源内訳】        【主な使途】 

    国庫     482,130     委託料      131,500 

            県債      643,300      工事請負費   437,400 

負担金     173,195      公有財産購入費    69,449 

一般財源    110,933     補償及び賠償金    376,160 

 

２ 背景・事業目的 

モータリゼーションの進展により、都市部の道路渋滞対策や少子高

齢化に対応した安全な歩行空間の確保が課題となっている。 

このため、東海環状自動車道インターチェンジへのアクセス道路や

渋滞が発生している幹線道路等の整備、及び通学路等における歩行者

・自転車通行空間の確保などにより、安全・安心で賑わいあふれるま

ちづくりを推進する。 

 
３ 事 業 概 要 

街路事業費（1,409,558 千円） 

  ○主な整備路線（1,394,158 千円） ※（都）…都市計画道路  

   ①東海環状自動車道インターアクセス道路 

         （都）長良糸貫線（岐阜市） 

（都）岐阜駅城田寺
き だ い じ

線（岐阜市） 

（都）大野揖斐川線（大野町） 

②都市圏の交通円滑化を図る幹線道路 

（都）新所
し ん し ょ

平島
へ い じ ま

線［平成
へ い せ い

工区］（岐南町） 

（都）新土岐津
し ん と き つ

線（土岐市） 

（都）花里
は な さ と

本母
ほ の ぶ

線（高山市） 

（都）犬
い ぬ

山東町
やまひがしまち

線バイパス（各務原市） 

      
〇その他事業費（15,400千円） 

街路調査費等 

（款）８土木費 （項）５都市計画費 （目）(2)街路事業費 

（明細書事業名）○公共事業 ○単独事業                    

         街路事業費 他 



－都市４－ 

所 属 都市建築部都市整備課 

係 名 街路係、市街地整備係  内線 3774 

 

都市機能の集約化を図る市街地整備への支援 
 

１  事 業 費        ９００，５０２（前年度 ５１５，００９） 

【財源内訳】      【主な使途】 

国庫      42,000   補助金 900,502 

            県債     631,100 

負担金       21,000 

一般財源   206,402 

 

２ 背景・事業目的 

      都市部では都市機能の郊外移転等により、中心市街地の活力低下、低･ 

未利用地の発生、人口減少等が顕著な問題となっている。 

このため、敷地の共同化、高層住宅等の整備を行う市街地再開発事業 

による中心市街地の活性化や、道路・公園等の公共施設整備と宅地の整 

形を一体的に行う土地区画整理事業により、良好な市街地の形成を図る。 

 

３  事 業 概 要        

（１）市街地再開発事業助成費（779,702 千円） 

市街地再開発組合が行う再開発ビル建設等に対する支援を行う。 

【事業予定箇所】 

・高島屋南地区（岐阜市）      

・多治見駅南地区（多治見市）    

・郭町東西街区（大垣市）     

・岐阜駅北中央東地区（岐阜市）  

・岐阜駅北中央西地区（岐阜市）        

・美濃太田駅南地区（美濃加茂市） 

（２）土地区画整理事業助成費（120,800 千円） 

土地区画整理組合及び地方公共団体（市町）が行う土地造成等に対 

する支援を行う。 

【事業予定箇所】 

・土岐市妻木
つ ま ぎ

南部地区（土岐市） 

・鷺山中洙
な か す

地区（岐阜市）    

・リニア岐阜県駅周辺地区（中津川市）    

（款）８土木費 （項）５都市計画費（目）(6)市街地開発事業助成費 

（明細書事業名）○単独事業 

市街地再開発事業助成費 

（明細書事業名）○公共事業 ○単独事業 

土地区画整理事業助成費  



 

－都市５－ 

 

 

 

 

 
 木曽川右岸流域下水道の整備推進 

   
１ 事 業 費   １，３３２，５００（前年度  １，８８８，０００） 
            【財源内訳】         【主な使途】 

国庫   798,000       工事請負費 1,229,550 
県債    267,000      委託料     102,950 
負担金   267,250      
繰入金      250 

 
２ 背景・事業目的 

木曽川及び長良川流域１０市町の汚水を広域的に処理する木曽川右岸 
流域下水道は、各市町の下水道整備が進み、処理人口が年々増加してい 
る。また、近年、汚水処理施設や設備の老朽化への対応が急務となって 
いる。 
このため、下水道ストックマネジメント計画に基づき、耐震化と併せ

た施設等の更新を進め、適切な施設管理を行うとともに、清潔で住みよ
い生活環境の確保を図る。 

また、浸水時の下水処理機能を確保するために耐水化計画を策定し、
下水道施設の強化を図る。 

 
３ 事 業 概 要 

（１）耐震対策 (30,000 千円)  
（工事）水処理施設耐震対策 

（２）計画的な施設の更新 (1,282,500 千円)  
（工事）水処理施設機械設備、電気設備 

幹線管渠管更生 他 
（設計）汚泥棟脱水機機械・電気設備詳細設計 他 

（３）耐水化対策 (20,000 千円)  
耐水化計画策定 

 
【木曽川右岸流域下水道事業の概要（計画）】 

事 業 名 木曽川右岸流域下水道事業 供用開始：平成３年～ 

処理面積:16,773ha 処理水量:241,815ｍ3/日 処理人口:466,200 人 

対象市町 

（４市６町） 

岐阜市、美濃加茂市、各務原市、可児市、岐南町、 
笠松町、坂祝町、川辺町、八百津町、御嵩町 

所 属 都市建築部下水道課 

係 名 流域下水道係 内線 3154 

流域下水道事業会計 

（款）７資本的支出（項）１建設改良費（目）(1)施設改良費 



 

－都市６－ 

 

 

 
 

住宅・建築物の耐震化等の促進 
 
 
１ 事 業 費   ２０４，５０１（前年度 ２８８，４２９） 
            【財源内訳】         【主な使途】 

            一般財源  204,501    補助金   204,501 
 

２ 背景・事業目的 
本県では、地震災害から県民の生命及び財産を守るため、岐阜県耐震 

改修促進計画を策定し、住宅・建築物の耐震化を促進している。 
地震による倒壊の危険性が高い昭和５６年５月以前に建てられた住

宅・建築物のうち、木造住宅、多数の者が利用する建築物及び防災拠点
建築物等の耐震化を重点的に進めるため、支援を行う。 

 
 

３ 事 業 概 要 

（１）住宅・建築物耐震診断事業費補助金 (25,620 千円)  
建築物の耐震診断を実施する者に対し、市町村が補助する事業を支

援する。また、木造住宅の耐震診断を希望する者に対し、市町村が無
料で木造住宅耐震相談士を派遣する事業を支援する。 

（２）建築物耐震改修設計事業費補助金 (3,336 千円) 
多数の者が利用する建築物及び防災拠点建築物等の耐震改修設計を

実施する者に対し、市町村が補助する事業を支援する。 

（３）住宅・建築物耐震改修工事費補助金 (167,982 千円) 
木造住宅、多数の者が利用する建築物及び防災拠点建築物等の耐震

改修工事を実施する者に対し、市町村が補助する事業を支援する。 

（４）ブロック塀除却費等補助金（7,563 千円） 
老朽化等により倒壊する危険性があるブロック塀の除却等を実施す 

る者に対し、市町村が補助する事業を支援する。 
 

所 属 都市建築部建築指導課 

係 名 建築物地震対策推進係 内線 3789 

（款）８土木費 （項）５都市計画費 （目）(7)建築指導費 

（明細書事業名）○建築指導監督費 

建築物地震災害対策費 



－都市７－ 

 

※BIM・・・Buliding Information Modeling の略。建物の設計、施工、維持管理における様々 

な情報を一元的に構築管理するための手法 

 

 
 
 
建築業の担い手確保・育成及び生産性向上に向けたＤＸの推進 

 
 

１ 事 業 費   １７，３９２（前年度 ８，７１７） 
            【財源内訳】      【主な使途】 

            国庫      6,341    委託料 12,682 
一般財源  11,051     

 
２ 背景・事業目的 

建築業は、技術者不足や若年入職者の減少により、近い将来、建築業 
界の担う役割が果たせなくなることが懸念されており、人材の確保や技 
術の継承に加え、業界の生産性向上への対策が急務となっている。 

このため、業界団体や教育機関と連携した人材の確保・育成に加え、
業界へのＢＩＭの普及促進を図り、建築分野におけるＤＸを推進する。 

 
３ 事 業 概 要 

（１）ぎふ建築担い手育成支援センターの運営事業費 (2,746 千円)  
ぎふ建築担い手育成支援センターを拠点として、建築関係団体、教 

育機関、関係行政機関との情報共有や意見交換を行う。 

（２）ＢＩＭの普及促進等によるＤＸの推進 (14,646 千円) 

①県立高校建築系学科におけるＢＩＭ体験講座等の実施（12,785 千円） 
メディア等を活用した魅力発信、出前講座に加え、新たにニーズの

多い施工管理に関する技術研修や建築系学科を有する県立高校を対
象にＢＩＭ体験講座等を実施する。 

 
 

②ＢＩＭを活用した生産性向上研修会の開催 (1,861 千円)  
ＢＩＭや電子小黒板、情報共有システムを活用した生産性向上に向

けた研修等を実施する。 
新③ＢＩＭを活用したモデル工事の実施 

業界におけるＢＩＭの普及促進のため、県発注工事においてＢＩＭ
を活用したモデル工事を実施する。 

 
 

 

所 属 都市建築部公共建築課 

係 名 建築計画係 内線 3683 

（款）２総務費（項）１総務管理費（目）(7)財産管理費 

（明細書事業名）○財産管理費 

         一般財産管理費 



 

－都市８－ 

 

 

 

 
新 アフターコロナ時代の安心して住み続けられる 

住環境づくりの推進 
 
１ 事 業 費    ８，５４４（前年度 ０） 
            【財源内訳】      【主な使途】 

            国庫      3,330    委託料 7,400 
一般財源   5,214                   

 
２ 背景・事業目的 
   頻発する自然災害や新型コロナウイルス感染症の拡大による「新たな

日常」に対応した生活様式への転換、既存住宅ストックの活用などが求
められる中、アフターコロナ時代において安心して住み続けられる住環
境づくりに向けた取組みを行う。 

 
３ 事 業 概 要 

（１）岐阜県住生活基本計画の改定 (7,944 千円)  
       住生活基本計画（全国計画、Ｒ３～１２年度）を踏まえ、激甚化・

頻発化する自然災害や「新たな日常」などの社会環境の変化、空き
家対策をはじめとした住宅ストックの有効活用や住宅産業の発展の
観点などから、住宅施策の基本方針である県計画の見直しを行う。 

 

（２）マンション管理の適正化に向けた取組み (600 千円) 
マンションの老朽化と高齢化による管理組合の担い手不足の「二

つの老い」に対して、適正な維持管理や再生に向けた取組みを行う
ため、市町村・不動産団体等を構成員とした推進会議を設置し、実
態調査やマンション管理適正化推進計画の作成に向けた検討等を行う。 

 
 

 

 

 

 

所属 都市建築部建築指導課・住宅課 

係名 宅建係・住宅企画係 内線 3786・3657 

（款）８土木費 （項）５都市計画費 （目）(7)建築指導費 

（明細書事業名）〇マンション管理対策費 マンション管理対策推進費 

（款）８土木費 （項）６住宅費   （目）(1)住宅総務費 

（明細書事業名）○住宅計画策定推進事業費 住宅計画策定費 



－都市９－ 

 

 

 

 

総合的な空き家等対策の推進 
 

１ 事 業 費  ８５，９５０（前年度 １０７，６８２） 
【財源内訳】      【主な使途】 

          国庫     2,177    補助金  83,173 
          一般財源  83,773   
 

２ 背景・事業目的 
近年、適正に管理されていない空き家が増えている中、倒壊や外壁の 

落下等による通行支障や隣家被害など、住民生活に被害を及ぼすおそれ 
のある危険な空き家を減らしていくため、市町村、民間団体等と連携し、 
空き家等に対する総合的な対策を実施する。 

 
３ 事 業 概 要 

（１）空家対策支援補助金（80,000 千円） 
市町村が行う空き家の利活用や除却等の補助事業に対し支援する。 
また、市町村が除却補助制度の創設や、補助上限額引き上げを行っ 

た場合、県は補助率の引き上げを行い、更なる支援を行うことで個
人負担の一層の軽減を図る。 

 
（２）空家対策人材育成支援事業（2,638 千円） 

空き家所有者等の意識啓発を図るためのセミナーや、適正管理に 
向けた周知を行うとともに、空き家対策を担う市町村職員等を対象 
とした研修会を実施する。 
 

（３）空き家等に関する相談体制の整備（3,312 千円） 
・空家等相談窓口設置事業補助金（3,173 千円） 

空き家等の所有者や入居希望者等に対する相談窓口を設置して 
いる岐阜県住宅供給公社に対し、その運営費を補助する。 

    ・空家等相談員普及・育成事業（139 千円） 
      県が登録した民間の専門家「空家等総合相談員」を、市町村等 

が行う各種会議等に派遣する。 
      
 

所 属 都市建築部住宅課 所 属 都市建築部住宅課 

係 名 空家対策推進係 内線 3652 

（款）８土木費（項）６住宅費（目）(1)住宅総務費 

（明細書事業名）○空家等対策推進費 空家等対策推進費 

        〇住宅諸費     住宅諸費  



－都市１０－ 
 

所 属 都市建築部水道企業課 

係 名 事業係 内線 2495 

 
県営水道の大規模災害対策の推進 

 
 

１ 事 業 費  ２，６２１，２９６（前年度 ２，５８７，７４４） 
           【財源内訳】           【主な使途】 
           県補助        602,143   工事請負費  2,361,496 
                   県出資金       71,488    

自己財源   1,947,665  
 
２ 背景・事業目的 
   東濃・可茂地域の７市４町に水道用水を供給する県営水道は、県民 

生活を支えるライフラインとして、地震等の災害時においても安全な 
水を確保し、安定的に供給する必要がある。 

そのため、ハード・ソフト両面での防災・減災対策を強化し、大規 
模災害にも強い供給体制の構築を目指す。 

 
３ 事 業 概 要 

（１）大容量送水管整備事業 (2,177,009 千円) 
     既設管路を複線化し、貯留機能と応急給水機能を付加した大容

量送水管を整備する。 
（２）施設機能強化事業（341,175 千円） 

     浄水場施設及び送水施設の整備や緊急時に東濃東部地域へバ
ックアップ給水が可能となるよう機能強化を図る。 

（３）既設送水管等耐震対策事業 (103,112 千円) 
     県指定の緊急輸送道路に布設されている耐震適合性のない既

設送水管の耐震対策を実施する。 
（４）受水市町と連携した訓練等の実施 

災害発生時により迅速な対応が行えるよう、受水市町と連携し
た専門的な訓練・研修を実施する。 
 

【県営水道事業の概要 (令和元年度実績)】 

事 業 名 岐阜東部上水道用水供給事業 供給開始 昭和 51 年 

給水対象 多治見市、中津川市、瑞浪市、恵那市、土岐市 
美濃加茂市、可児市、坂祝町、富加町、川辺町、御嵩町 

給水人口 464,792 人 年間給水量 55,105,402 ㎥ 

 

 

 
水道事業会計 
（款）１資本的支出 （項）１建設改良費 （目）１施設改良費 



 

－都市１１－ 

 

県営都市公園の活性化の推進 

１ 事 業 費   １，３６２，６９６（前年度 １，９９５，９６８） 

          【財源内訳】        【主な使途】 
国庫     261,880 
県債     482,400 
一般財源 618,416 

 

委託料      316,298 
工事請負費 945,560 

 
２ 背景・事業目的 

「岐阜県都市公園活性化基本戦略（Ｒ３～Ｒ７年度）」に基づき、県内
各地への「周遊の拠点」、県産品を活用した「食の拠点」、広い園内を活
かした「屋外活動の拠点」の３つの機能を備えた「岐阜のゲートウェイ」
として県営都市公園を活用するため、ハード・ソフトの両面にわたる取
組みを推進する。 

併せて、アフターコロナを見据え、新たな日常にも対応できる都市公
園として、ワーケーション環境整備など魅力的な働く場、清流の魅力に
あふれた癒しの場へのリノベーションを進める。 

 
３ 事 業 概 要 

県営都市公園魅力向上再整備事業費（698,333 千円） 
都市公園整備費（542,667 千円） 
県営公園活性化推進費（121,696 千円） 

   ＜公園ごとの主な事業概要＞ 
・花フェスタ記念公園 バラまつり開催、ワーケーション環境整備、 

遊具工事 

・養老公園     天命反転地維持補修、遊具更新設計 

   ・世界淡水魚園   デジタルサイネージ整備、多目的広場整備、 

設備改修工事 

   ・ぎふ清流里山公園 飲食施設リノベーション、水路改修工事、 

ワーケーション環境整備 

   ・百年公園     遊具更新工事 

   ・各務原公園    長寿命化計画更新 

 

所 属 都市建築部都市公園整備局都市公園課 

係 名 活用推進係 内線 3772 

（款）８土木費 （項）５都市計画費 （目）(4)都市公園費 
（明細書事業名） ○公共事業 ○単独事業 

都市公園整備費 

○都市公園事業推進費 

県営公園活性化推進費 



 

－都市１２－ 

 

 

 
 

 

 
リニア中央新幹線を活用した地域づくりの推進 

 
 
１ 事 業 費   ２７８，９１５（前年度 ３２８，６８０） 
            【財源内訳】        【主な使途】 

            諸収入  237,615      委託料 161,193 
一般財源  41,300    補助金  31,500 
            負担金  41,500 

 
２ 背景・事業目的 

リニア中央新幹線については、ＪＲ東海が日吉トンネル（瑞浪市）や
中央アルプストンネル（中津川市）などの工事を進めており、県として
は引き続き、工事に伴う用地取得事務を進める。 
また、平成２６年３月策定の「リニア中央新幹線活用戦略」を踏まえ、

リニア岐阜県駅周辺整備を推進するほか、より高く開業効果が得られる
よう、活用戦略のブラッシュアップを行う。 

 
３ 事 業 概 要 

（１）リニア中央新幹線用地取得事務受託事業費 (237,615 千円)  
全国新幹線鉄道整備法第１３条第４項に基づき、リニア中央新幹 

線建設に係る用地取得事務の一部をＪＲ東海から受託して行う。 

（２）リニア中央新幹線活用戦略推進事業費補助金 (31,500 千円)  
県内市町村が行う活用戦略の推進に資する基盤整備事業を対象と 

して、その調査及び設計に係る経費を助成する。 

新（３）リニア中央新幹線活用戦略ブラッシュアップ事業費 (9,800 千円)  
有識者等からの意見を踏まえ、活用戦略をブラッシュアップし、 

「（仮称）活用戦略アクションプラン」を策定する。 
 
 

所 属 都市建築部都市公園整備局公共交通課 

係 名 リニア推進係 内線 2733 

（款）２総務費（項）２企画開発費（目）(11)交通対策費 

（明細書事業名）○鉄道対策費 

             鉄道対策推進費  

（款）８土木費（項）５都市計画費（目）(1)都市計画総務費 

（明細書事業名）○都市計画推進費 

             まちづくり推進費 



 

－都市１３－ 

 
 
 
 

地域公共交通の活性化・再生 
      
                 
１ 事 業 費   ７９，３４３（前年度 ２，０００） 
            【財源内訳】        【主な使途】 

         一般財源  79,343      補助金 74,000 
                   負担金  5,343 

 
２ 背景・事業目的 

地域公共交通は、人口減少等による利用者の減少に加え、新型コロナ
ウイルス感染症の影響により厳しい経営環境に置かれており、事業の持
続性を確保するためには、収益性の向上などの取組みを行っていく必要
がある。 

このため、新しい生活様式に合った新サービスの創出や、ＡＩなど新
技術を活用した運行の効率化などの取組みを支援するほか、県内の望ま
しい地域公共交通の姿や将来像などを市町村、交通事業者等と共有しつ
つ計画的に取り組むことで、地域公共交通の活性化・再生を図る。 

 
３ 事 業 概 要 

新（１）地方鉄道経営安定化支援事業費補助金（72,000 千円）  
第三セクター鉄道等地域鉄道が新たな日常を見据え経営基盤の安 

定化のために実施する取組みに対して支援する。 
補助率：県４／５ 

（２）地域公共交通活性化推進事業費補助金（2,000 千円）  
新モビリティサービス（ＭａａＳ※、ＡＩ等によるオンデマンド 

交通）の導入に向けて、市町村が事業の成立性や費用対効果等の実 
証を行うことを目的として取り組む事業に対して支援する。 

補助率：県１／２ 
      ※MaaS：Mobility as a Service（ICT を活用して、マイカー以外のすべての交通手段による

移動を１つのサービスとしてとらえる新たな「移動」の概念） 

新（３）地域公共交通計画策定事業費（5,343 千円） 
地域公共交通サービスの持続的な維持・確保に向けた計画作成を

行う「岐阜県地域公共交通協議会（仮称）」に対して、交通の現状
や問題点、課題整理等を行うための調査費等を負担する。 

負担率：県１０／１０ 
 

 

所 属 都市建築部都市公園整備局公共交通課 

係 名 広域交通係・地域交通係 内線 2733 

（款）２総務費 （項）２企画開発費 （目）(11)交通対策費 

（明細書事業名）○鉄道対策費     ○総合交通対策推進費 

民営鉄道対策推進費  地域交通対策費 



 

－都市１４－ 

 
 
 
 

新 交通関係事業者の感染防止対策の促進 
      
                 
１ 事 業 費   ４４，５００（前年度 ０） 
            【財源内訳】        【主な使途】 

         一般財源  44,500      補助金 37,500 
                   交付金  7,000 

 
２ 背景・事業目的 

コロナ禍の収束が見通せない中で、バス、タクシーなどの交通サービ

スは不特定多数の方が利用することから、特に車内での感染防止対策を

継続的に実施することが求められる。 

   また、感染防止対策を充実・強化することで安心して利用することが 

でき、利用者の回復にも資する。 

このため、交通関係事業者が行う空気清浄装置の設置などの取組みに
要する経費を支援することで、感染防止対策の充実・強化を図っていく。 

 
３ 事 業 概 要 

（１）バス・タクシー感染防止対策事業費補助金（37,500 千円）  
バス・タクシー事業者が実施する車両への空気清浄装置等の設置 

に対し、国庫補助事業に協調して支援する。 
補助率：国１／２ 県１／４ 事業者１／４ 

（２）自動車運転代行業感染防止対策事業費支援金（7,000 千円）  
自動車運転代行事業者が取り組む新型コロナウイルス感染症防止 

対策に対して、随伴車両台数に応じて支援する。 
 
 

所 属 都市建築部都市公園整備局公共交通課 

係 名 地域交通係・広域交通係 内線 2732 

（款）２総務費 （項）２企画開発費 （目）(11)交通対策費 

（明細書事業名）○総合交通対策推進費 

地域交通対策費 



 

－都市１５－ 

 
 
 
 

 地方鉄道の維持確保対策の促進 
      
                 
１ 事 業 費   ３４７，２５７（前年度 ３１０，６２５） 
            【財源内訳】        【主な使途】 

         県債   136,600      補助金 345,932 
       一般財源 210,657 
 

２ 背景・事業目的 
少子化や沿線人口の減少等に伴う利用者の減少により、県内の地方鉄

道事業者は厳しい経営が続いていることから、施設設備の更新・改修等
の負担軽減により安全な運行の維持確保を図る。 

 
３ 事 業 概 要 

（１）鉄道安全輸送設備等整備事業費補助金（162,740 千円）  
第三セクター鉄道等地域鉄道の安全運行に必要な施設設備の更新、 

改修等を国及び沿線市町と連携して支援する。 
①鉄道輸送高度化事業費補助金 

補助率：国１／３、県１／６、市町１／６ 
②鉄道施設老朽化対策事業費補助金 

補助率：国１／３、県２／９、市町２／９ 

（２） 鉄道施設維持修繕事業費補助金（183,192 千円） 
第三セクター鉄道等地域鉄道の施設設備の維持修繕を沿線市町と 

連携して支援する。 
補助率：県２／５(９／２０)、市町２／５(９／２０) 

   ※( )：輸送人員、輸送収入等が改善された場合 

（３）民営鉄道対策連絡調整費（1,325 千円） 
地方鉄道の安全対策や活性化促進のために設立された、関係自治体 

や鉄道事業者等で構成する協議会等に係る経費の一部を負担する。 
 

所 属 都市建築部都市公園整備局公共交通課 

係 名 地域交通係 内線 2732 

（款）２総務費 （項）２企画開発費 （目）(11)交通対策費 

（明細書事業名）○鉄道対策費 

民営鉄道対策推進費 



 

－都市１６－ 

 
 
 

 バス交通網の維持確保対策の促進 
 
１ 事 業 費   ９７２，５３６（前年度 ７８９，３３３） 
            【財源内訳】        【主な使途】 

         一般財源  972,536    補助金 972,536 
 

２ 背景・事業目的 
少子化や自家用車の利用増等に伴うバス利用者の減少により、乗合バ

ス事業者の路線網が縮小する中、市町村においては、代替交通を確保す
るための市町村バス運行等による財政負担が増大している。 

また、コロナ禍による収益の悪化が路線網の更なる縮小につながるお
それがある。 

このため、乗合バス事業者が運行する広域幹線的なバス路線の維持や、
交通不便地域等で生活交通を担っている市町村バスの運行を支援し、地
域の公共交通の確保を図る。 

 
３ 事 業 概 要 

（１）バス運行対策費補助金（502,147 千円）  
広域的な公共交通を担う乗合バス事業者に対し支援する。 

①広域バス路線支援事業費補助金 
地域間を結ぶ幹線及び支線的広域バス路線の運行赤字額に対し、 

支援する。（一部幹線については、国との協調補助） 
補助率：県７／２０又は１／３ 

②車両減価償却費等補助金 
低床(バリアフリー)バス車両等の導入に係る経費に対し、国と 

連携して支援する。 
補助率：国１／２、県１／２ 

新（２）広域バス路線運行維持奨励金（92,000 千円） 

      乗合バス事業者が密を回避し、路線、便数を維持する運行に対し、

奨励金により支援する。 

       支援額：経常費用と経常収益の差額に３／２０又は１／６を乗じ

た額 

（３）市町村バス交通総合化対策費補助金（378,389 千円） 
市町村が自主的に運行するコミュニティバス等の運行経費に対し 

支援する。 
補助率：県１／３又は１／４ 

 

所 属 都市建築部都市公園整備局公共交通課 

係 名 地域交通係 内線 2732 

（款）２総務費 （項）２企画開発費 （目）(11)交通対策費 

（明細書事業名）○地方バス対策費    

地方バス路線対策費  

市町村バス交通総合化対策費 



 

－都市１７－ 

 

 
 
 

鉄道駅のバリアフリー化の促進 
 
１ 事 業 費  ４７，８９５（前年度 ８２，７４０） 
           【財源内訳】       【主な使途】 

           一般財源 47,895     補助金 47,895 
 
２ 背景・事業目的 

バリアフリー法に基づく国の基本方針において、鉄道駅においても地 
域の要請及び支援の下、可能な限りバリアフリー化することとされてお 
り、当該整備を行う鉄道事業者を支援する市町村の負担が増大する。 

そのため、県が市町村に財政支援を行うことにより、鉄道駅のバリア 
フリー化の促進を図る。 

 
３ 事 業 概 要 

鉄道駅バリアフリー化施設改善事業費補助金(47,895 千円)  
鉄道事業者が、国の補助を受けて鉄道駅のバリアフリー化事業を実 

施する際に、バリアフリー法に基づく基本構想を策定した市町村が鉄 
道事業者に対して補助を行う場合、市町村を支援する。 

 

＜補助率等＞ 

鉄道事業者(１/３) 国(１/３) 市町村(１/３) 

 

 市町村 1/2 県 1/2(※) 

※補助対象経費の１/６以内 

 

 ［令和３年度実施予定］ 

 

○ＪＲ東海道本線/高山本線「岐阜駅」（県補助金の補助事業者：岐阜市） 

内容（期間）：バリアフリー化に係るエレベーター工事（R3.4～R4.3） 

補助対象経費：287,367 千円（国補 95,789、市補 95,789(うち県補 47,895)） 

 
 

所 属 都市建築部都市公園整備局公共交通課 

係 名 広域交通係 内線 2733 

（款）２総務費 （項）２企画開発費 （目）（11）交通対策費 

（明細書事業名）○鉄道対策費 

         民営鉄道対策推進費 


